
第１６期第２回北部日本海連合海区漁業調整委員会　会議次第 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　令和８年２月２４日（火）１４：３０～ 

　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　札幌市　第２水産ビル　４Ｓ会議室 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

１　開　　会 

 

２　会長挨拶 

 

３　人員報告 

 

４　議事録署名委員の指名 

 

５　  協議事項  

  ・令和８年度いか釣り漁業と沿岸漁業との操業協定（案）について 

   

６　報告事項 

1) 令和７年スルメイカの漁獲状況について 

2) 令和７年度いか釣り漁業によると思われる漁具被害状況について 

3) 北部日本海連合海区漁業調整委員会個人情報保護事務取扱要綱の一

 　部改正について 

4) 北部日本海連合海区漁業調整委員会公文書開示事務取扱要綱の一部

　 改正について 

  

７　その他 



第 16 期第２回北部日本海連合海区漁業調整委員会出席者名簿 

 

                                       日時 令和８年２月 24 日（火） 14：30～ 

                                       場所 札幌市 第２水産ビル ４Ｓ会議室 

所       属 職 氏   名 備 考 

北部日本海連合海区漁業調整委員会（石後） 会  長 池 守    力  

〃            （ 〃 ） 委  員 佐 藤 一 義 欠席 

           〃            （ 〃 ） 委  員 上 山 稔 彦  

〃            （ 〃 ） 委  員 中 村 貞 夫 欠席 

〃            （留萌） 副会長 佐 藤   満  

〃            （ 〃 ） 委  員 祐 川 博 樹  

〃            （ 〃 ） 委  員 相 内 宏 行  

〃            （ 〃 ） 委  員 蝦 名   修  

〃            （宗谷） 副会長 大 石 康 雄 欠席 

〃            （ 〃 ） 委  員 大 谷 由 博  

〃            （ 〃 ） 委  員 白 取 記 夫 欠席 

〃            （ 〃 ） 委  員 斎 藤 孝 良  

    

北海道水産林務部漁業管理課 課  長 物 見 文 雄  

〃     （管理調整第三係） 課長補佐 相 川 英 毅  

〃      （     〃    ） 係  長 畠 山 保 弘  

           〃      （     〃    ） 主  任 櫻  元    駿  

    

宗谷総合振興局産業振興部水産課 技  師 蝦 名 朱 里  

後志総合振興局産業振興部水産課 漁業管理係長 竹 嶋 寿 弥  

石狩振興局産業振興部水産課 水産振興係長 吉 田 明 弘  

    

宗谷海区漁業調整委員会 事務局長 辻  宏 幸  

         〃 専門主任 藤 木 亜 季  

留萌海区漁業調整委員会 事務局長 武田  健太郎  

         〃 主  任 大 川   梓  

石狩後志海区漁業調整委員会 事務局長 中 山 威 尉  

〃 主  事 小 林 千 紗  

    

 



令和８年２月24日（火） 14：30～

札幌市　第２水産ビル　4S会議室
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資料１ 

令和８年度いか釣り漁業と沿岸漁業との操業協定書（案） 

 

 令和８年度北部日本海海域（別紙）において、いか釣り漁業を操業するにあたり、漁

業秩序の確立、並びに他種漁業の漁具等の被害防止を図るため、次のとおり協定する。 

協 定 事 項 

 
１ たこ漁業、刺し網漁業、さんま流し網漁業、えびかご漁業、底建網漁業及び定置網

漁業（小定置網漁業を含む。）等の各代表者（以下、「沿岸漁業者代表」という。）

は、沿岸漁具の投入場所を明示した図面を作成して、いか釣り漁業者代表に提出する

ものとし、いか釣り漁業者は責任をもって船団に配付するとともに、漁具の投入位置

の周知徹底を図るものとする。 
 

２ 沿岸漁業者代表は、責任をもって次の事項を実施させること。 

（１）定置網の敷設中は、昼間にあっては、ボンデンを身網の沖側に水面１．５メート

ル以上の高さに３本以上設置し、夜間にあっては電灯その他の照明による標識を１

個以上、当該漁具に設置すること。 

（２）底建網、刺し網、たこばこ、たこからつりなわ及びえびかご漁業の漁具の敷設中

は、ボンデンの標識を明確にし、船名を記した標札及び夜間にあっては蛍光塗料を

付すること。 

   なお、武蔵堆海域においては、蛍光塗料を上に赤、下に黄（旗の下に７０センチ

メートル）を塗布すること。 
 

３ いか釣り漁業者代表は、責任をもって次の事項を実施させること。 

（１）次の期間及び時間帯は、いか釣り漁業の操業を禁止する。 

期    間 時 間 帯 

６月１日～８月３１日 日の出から午後５時まで 

９月１日～１０月３１日 日の出から午後４時まで 

１１月１日～翌年１月３１日 日の出から午後３時まで 

（２）光力の制限 

   いか釣り漁業を操業する漁船が使用する集魚灯の光力は、次のとおりとする。 

  イ ３０トン未満船 

        使用する集魚灯用安定器の最大消費電力は、トン数階層別に次表の範囲を超え

てはならない。 

トン数階層別区分 安定器消費電力の上限 

１０トン以上 １６０ｋｗ 

５トン以上１０トン未満 １２０ｋｗ 

５トン未満   ９０ｋｗ 

ただし、上記とは別に、作業灯として最大２０ｋｗの白熱灯の使用を認める。 

また、集魚用水中灯の使用は禁止する。 
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  ロ ３０トン以上船 

    集魚灯をすべて設備した状態で、その消費電力の総和が２５０ｋｗを越えては

ならない。 

また、集魚用水中灯の使用は禁止する。 

（３）定置網漁業及び底建網漁業については４００メートル以上、その他の漁業につい

ては３００メートル以上、漁具の敷設場所から離れて操業し、万一これ等の漁具ま

たはボンデンにパラシュート型アンカーが絡んだときは、慎重にこれを取りはずし、

損傷を与えないこと。 

（４）いか釣り漁業者代表と沿岸漁業者代表との間において、協議が整った海域に 

ついては、パラシュート型アンカー及びアンカーの使用を禁止することができる。 

（５）いか釣り漁船は、仮泊する場合、パラシュート型アンカーを使用してはならない。 

（６）３０ｔ以上船は、利礼海域においては操業してはならない。 

 

４ いか釣り漁業者が陸揚港たる漁業協同組合との間において協議した事項については、

遵守すること。 

 

５ いか釣り漁船は操業前に標旗交付希望港において標旗（別記）の交付、並びに漁業

協同組合の指導を受けること。 

 

６ 沿岸漁業者及びいか釣り漁業者は、本協定を遵守し紛争防止に努力するものとする。 

 他種漁業の漁具に被害が発生した場合は、関係当事者間において操業期間中に誠意を

もって解決を図るものとし、当事者間において協議が整わないとき、または加害者の

明確でない被害処理については、被害処理委員会の決定に従うものとする。 

 

７ 前項の被害処理を行うため、いか釣り漁業者は、あらかじめ次の基準による準備金

を漁業協同組合を経て、被害処理委員会に積み立てるものとする。 

  なお、準備金の積立をしない者については、次年度以降の許可に係る陸揚港の同意

を出さないよう関係機関に要請するものとする。 

（１）利礼海域を除く北部日本海海域で操業できる３０トン未満の漁船のうち、次の事

項に該当する漁船の被害処理積立準備金 

  ア 石狩後志海域を除く海域で操業する漁船                

船舶総トン数        ５トン未満   １隻につき  2,000円 

                       ５トン以上１０トン未満  １隻につき 3,000円 

                     １０トン以上２０トン未満  １隻につき  5,000円 

                     ２０トン以上３０トン未満  １隻につき  7,500円 
 

イ 石狩後志海域を含む海域で操業する漁船 

      船舶総トン数         ５トン未満   １隻につき  5,000円 

                       ５トン以上１０トン未満  １隻につき 5,500円 

                     １０トン以上２０トン未満  １隻につき  7,500円 

                     ２０トン以上３０トン未満  １隻につき 10,500円 
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（２）北部日本海海域のうち利礼海域で操業する３０トン未満の漁船の被害処理積立準備

金  

    船舶総トン数        ５トン未満    １隻につき  4,000円 

                      ５トン以上１０トン未満  １隻につき 5,000円 

                    １０トン以上２０トン未満  １隻につき  7,000円 

                    ２０トン以上３０トン未満  １隻につき  8,000円 
 

（３）北部日本海海域で操業する漁船のうち、３０トン以上の漁船の被害処理積立準備金 

       船舶総トン数 ３０トン以上５０トン未満  １隻につき 15,000円 

                    ５０トン以上７０トン未満  １隻につき 20,000円 

                          ７０トン以上  １隻につき 30,000円 
 

８ 前項の準備金の使用は、被害処理委員会の決定により、被害の発生防止指導、被害

補償又は見舞金及び被害処理委員会の運営の経費に充てるものとする。 

 

９ 積立準備金に不足を生じ、またはそのおそれがある場合は速やかに追加積立をする

ものとし、余剰が生じた場合は漁期終了後積立金の比率に応じ返還するものとする。 
 

10 被害処理委員会の名称は、北部日本海海域いか釣り漁業被害処理委員会とし、各海

区に小委員会を設けるものとする。 
 

11 次のとおり小委員会を設置し、北部日本海海域いか釣り漁業被害処理委員会の事務

局は、石狩後志いか釣り漁業被害処理委員会内に置く。 

 ・【宗谷海区】宗谷いか釣漁業被害処理委員会 

       （事務局所在地：稚内市中央４丁目１８番６号） 

 ・【留萌海区】留萌海域いかつり漁業被害処理委員会 

       （事務局所在地：苫前郡羽幌町港町１丁目３６番地） 

  ・【石狩後志海区】石狩後志いか釣り漁業被害処理委員会 

         （事務局所在地：小樽市色内３丁目５番１８号） 
 

12 被害処理委員会の運営経費として、被害見舞金の贈与を受ける沿岸漁業者は当該見

舞金額の内３％を負担するものとする。 
 

13 本操業協定の期間は、６月１日から翌年１月３１日までとする。 

  ただし、次年度の協定が６月１日以降になる場合は、この協定を踏襲する。 
 

14 本操業協定の内容に違反した場合は、現地よりの確認に基づき、北部日本海海域い

か釣り漁業被害処理委員会において適切な処置を講ずるものとする。 
 

15 標旗及び印刷物等に要する経費については、実費を徴する。 
 

16 被害処理委員会の運営規程は別に定める。 

 

  令和 ８年 ５月  日 
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いか釣り漁業者代表  

 宗谷利礼地区代表 

  留萌地区代表 

  石狩北後志地区代表 

  南後志地区代表 

  檜山地区代表 

  渡島地区代表 

  胆振地区代表 

  日高地区代表 

  十勝地区代表 

  釧路地区代表 

  根室地区代表 

  網走地区代表 

  青森県代表 

  岩手県代表 

山形県代表 

  千葉県代表 

 東京都代表 

富山県代表 

石川県代表 

福井県代表 

 兵庫県代表 

  鳥取県代表 

 島根県代表 

  福岡県代表 

 佐賀県代表 

長崎県代表 

 

沿岸漁業者代表 

 宗谷漁業協同組合 

 稚内漁業協同組合 

 稚内機船漁業協同組合 

利尻漁業協同組合 

香深漁業協同組合 

船泊漁業協同組合 

遠別漁業協同組合 

北るもい漁業協同組合 

新星マリン漁業協同組合 

増毛漁業協同組合 

石狩湾漁業協同組合 

小樽市漁業協同組合 

小樽機船漁業協同組合 

余市郡漁業協同組合 

東しゃこたん漁業協同組合 

古宇郡漁業協同組合 

岩内郡漁業協同組合 

寿都町漁業協同組合 

島牧漁業協同組合 

 

 

立会人 

 北海道いか釣漁業協会 

 一般社団法人全国いか釣り漁業協会  

北海道水産林務部水産局漁業管理課 

水産庁北海道漁業調整事務所 

 北部日本海連合海区漁業調整委員会  



- 5 -  

別記 

 
標旗 

（１）３０トン未満船 

 

 

 

 

 

 
mm 

 

 

 

 

 

注１） 字の色は、黒色とする。 

２） 地色については、操業区域ごとに、次のとおりとする。

操業区域と標旗の種類 

操 業 区 域 掲揚する標旗の地色 種 類 

利礼海域のみで操業する場合 

① 
赤色 Ａ 

石狩後志海域のみで操業する場合 

② 
黄色 Ｂ 

北部日本海海域で操業する場合 

③ 
緑色 Ｃ 

 

 
（２）３０トン以上船 

 

 

 

 

 

 

mm 

 

 

 

 
 

掲揚する標旗の地色 白色

掲揚する標旗の文字 黒色 

６００mm  

 
（地色） 

令和８年度 

 

 

 
北海道 

 

 

 

 
 

４００ 

 

６００mm  

 
（地色） 

日本海中型いか 

 
 ８ 

北海道 

 

 

 

 
 

４００ 
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